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研究成果の概要（和文）： 
1970 年代・80 年代の、日米韓 3 か国の外交文書などを分析することを通して、同時期、韓国

の朴正熙政権、全斗煥政権における韓国外交の全体像を把握した。まず、韓国の対共産圏外交

が、1970 年代初頭のアジア冷戦の変容に触発され、南北朝鮮の外交競争の展開の中、従来の通

説よりも早い、朴正熙政権によって真摯に取り組まれたことを明らかにした。次に、1980 年代

初頭、日本の対韓安保経済協力問題が浮上した背景を、日米韓 3 か国の外交文書に対する調査

を通して明らかにした。さらに、外交競争という点で韓国の優位が確立することで、南北朝鮮

間のパワーバランスに逆転が生じたことを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
I have contributed to making clear the total image of the South Korean diplomacy 
during the Park Chung Hee and Chun Doo Hwan government by analyzing not only 
South Korean but also the US and Japanese diplomatic documents in 1970s and 80s. 
First, I have made clear the South Korean diplomacy toward the communist countries 
was initiated by President Park Chung Hee, who had been triggered by the 
transformation of the Asian cold war early in the 1970s, and then had been conscious 
of the fierce diplomatic competition between South and North Korea. This fact is 
different from the previous view that South Korean “Nord Politik” was initiated by 
President Roh Tae Woo. Second, by analyzing the US, South Korean, and Japanese 
documents I have made clear the background why the problem of the Japanese 
economic cooperation toward South Korea for the sake of South Korean national 
security was proposed by South Korean government. Lastly, I have made clear the fact 
that South Korean superiority over North Korea was achieved not only in terms of 
their economic power but also in terms of their diplomatic competitions.  
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１．研究開始当初の背景 
（1）グローバルな冷戦が終焉したにもかか
わらず、朝鮮半島を取り巻く東アジアは、北
朝鮮の核・ミサイル開発による緊張が高まり、
問題解決の枠組みである 6者協議開催を北朝
鮮が拒否することで、行き詰まりを見せてい
る。こうした「冷戦の遺産」と見られる現象
が根強く残っている一方で、中韓の経済関係
が深化するなど、冷戦時代には想像できなか
ったような新たな地域秩序が形成されつつ
ある。朝鮮半島、さらにはそれを取り巻く東
アジアの国際秩序が、なぜ他地域のように冷
戦の終焉によって緊張緩和の方向に進まな
いのか、しかも、それにもかかわらず、冷戦
期とは明らかに異なる力学を持つ経済的に
ダイナミックな地域秩序が形成されるのは
なぜなのか。 

（2）1970 年代前半、米中和解、日中国交正

常化などによって東アジア冷戦が劇的に弛

緩する状況で、朝鮮半島にも南北対話が開始

され、朝鮮半島にも緊張緩和が制度化される

のではないかと予想されただけに、70年代後

半から 80 年代初頭にかけての緊張緩和の逆

流と「新冷戦」への帰結は、歴史を逆流させ

るものであった。この点については以前に拙

稿「韓国外交のダイナミズム：特に 1970 年

代初頭の変化を中心に」で、米韓の外交文書

に基づいて詳細な分析を加えた。同時期の米

韓同盟関係は、韓国の人権問題、駐韓米地上

軍の削減・撤退問題、韓国の核開発などをめ

ぐって摩擦が増大した。日韓関係に関しては、

70 年代前半期に金大中拉致事件や在日韓国

人による朴正熙大統領暗殺未遂事件などの

一連の事件によって摩擦が増大したが、後半

期には、駐韓米地上軍の撤退が東アジアの安

保環境に及ぼす懸念の共有を通して日韓関

係が改善された。ただ、いずれにしても、70

年代後半は、日米韓同盟関係が動揺する状況

の中で緊張緩和が逆流したという点が特徴

であった。 

 それに対して、80年代初頭は、一方で北朝

鮮がミャンマー訪問中の全斗煥韓国大統領

の暗殺未遂を企てた事件、大韓航空機がソ連

軍によって撃墜された事件など、冷戦下にお

ける緊張激化を示す重大事件が頻発した。他

方で、全斗煥政権の対米「従順」姿勢とレー

ガン政権による対北朝鮮脅威認識の再評価

によって、米韓関係の摩擦は修復された。日

韓関係も、全斗煥政権と中曽根政権との間で

「日韓新時代」が掲げられ、日本の対韓安保

経済協力が行なわれた。以上のように、80年

代初頭、「新冷戦」局面において日米韓の「同

盟」関係が再び堅固化された。 

（3）「新冷戦」という状況は、その後「冷戦
の終焉」を迎えたために、十分な歴史的検討
が加えられてこなかった。また、米ソの外交
文書が依然として十分に利用可能ではない
ということが大きな障害として横たわって
いる。しかし、韓国外交文書に関しては、1982
年に至る外交文書が機密解除、公開された。
したがって、「新冷戦」という状況を、韓国、
朝鮮半島の視座から明らかにすることが、資
料的にも可能となった。 
 
２．研究の目的 
(1)1980 年代初頭における朝鮮半島をめぐる
国際関係に関する初めての本格的な実証研
究を提示することである。既存の先行研究は、
いずれも米国側史料だけに頼っているため
に、ともすれば韓国外交の独自の役割が評価
されないきらいがある。韓国政府の外交文書
の分析に基づき、韓国外交の役割を十分に評
価することで、先行研究とは異なる解釈を提
示する。 
（2）こうした歴史研究を現状分析にも積極
的に活かすことによって、現在の核問題をめ
ぐる危機を東アジア国際秩序の形成と変動
という巨視的なプロセスの中で再評価し、よ
り深みのある現状分析を提示するとともに、
政策的な実践に関しても有効な政策提言を
行なう。 
（3）冷戦史研究に対する貢献である。「新冷
戦」は冷戦史の一エピソードとして軽く扱わ
れる傾向にあるが、そうではなく、1970年代
デタントの単なる逆流ではなく、1980年代初
頭の「新冷戦」が冷戦の終焉を帰結させたこ
とを、日米中ロ・南北朝鮮という多国間にわ
たる研究を意識し、さらに、そうした多国間
の一次史料を本格的に利用し、朝鮮半島に視
座をおいて解明することで、デタント・「新
冷戦」・「冷戦の終焉」の三者の関係について、
新たな解釈を提示する。 
 
３．研究の方法 
（1）朝鮮半島をめぐる国際関係史に関する
刊行一次史料を収集し、検討する作業を行な
う。米韓両国政府外交文書などの一次史料を、
韓国国史編纂委員会が編纂した資料集に対
する分析を行う。 
（2）既に収集した韓国外交史料館所蔵の韓
国外交文書を電子化し、よりいっそう利用し
やすい形態にしたうえで、データベース化を
試みる。 
（3）1980年～1982 年の韓国外交史料館所蔵
の外交文書を、韓国外交史料館を毎年訪問し
て、閲覧し分析する。また、この過程で、外
交史料に基づいて韓国外交の研究に取り組
んでいる曺良鉉外交安保研究院教授、洪錫律
誠心女子大学教授、朴泰均ソウル大学教授ら



と意見交換をして、資料情報の共有や研究の
相互評価を行なう。 
（4）ワシントンＤＣの米国国立公文書館、
ジョージワシントン大学の国家安全保障ア
ーカイブ、カリフォルニア州シミヴァレのレ
ーガン大統領図書館を訪問し、機密解除・公
開が予想される 1970年代から 80年代にかけ
ての米国外交文書を調査し分析することで、
韓国の視点だけでなく、米国側の文書から韓
国外交、特に韓国の対米外交を分析すること
により、韓国の外交政策に関する、より立体
的で複合的な分析を進める。また、それだけ
でなく、韓国の対共産圏外交、対第三世界外
交を一方で促進し他方で制約した米国の対
中国、対北朝鮮政策についても実証的に分析
する。 
（５）北朝鮮の核開発危機をめぐる国際関係
の展開に関して、1970 年代後半から 80 年代
初頭における、南北関係の展開、韓国の対共
産圏外交、米韓関係などに対する実証的分析
をふまえたうえで、韓国外交の対応を中心に
現状分析を行う。そして、この分野において
韓国で主導的役割を果たす研究者、具体的に
は北韓大学院柳吉在教授、梁文秀教授、それ
から、日本外交の対応に関しては、李元徳国
民大学教授、陣昌洙世宗研究所日本研究室長、
朴喆熙ソウル大学教授などと意見交換を行
う。それを通して、北朝鮮の核開発危機に対
して、日韓両国がどのような外交政策を選択
することが問題の平和的な解決に寄与しう
るのかを考え、積極的に提言を行なう。 
（6）新史料に基づいて盛んになっている冷
戦史研究、特に 1970年代の冷戦史研究に関
する研究書を購入し、自らの研究が、そうし
た冷戦史研究の新潮流の中でどのように位
置付けられるのかを検証する。  
 
４．研究成果 
（1）1970年代から 80年代にかけての、米国
のカーター大統領図書館およびレーガン大
統領図書館、国立公文書館における米国の対
韓政策、対朝鮮半島政策、対日政策、対中政
策、対東アジア政策などに関する米国外交文
書、さらに、1970 年代および 80 年代初頭の
韓国政府の外交文書、そして、一部ではある
が、1970年代における対朝鮮半島政策に関す
る日本政府の外交文書などを分析すること
を通して、同時期、韓国の朴正熙政権、およ
び全斗煥政権、1970 年代および 1980 年代初
頭における韓国外交の全体像を把握するこ
とを試みた。それと共に、韓国、米国、日本
など多国間の政治指導者や外交官などの回
顧録などの分析を進めることを通して、特に、
韓国の北方外交に関して、従来は、主として、
中ソとの国交正常化という可視的な成果の
あった盧泰愚政権期だけが注目されていた
が、その前史としての朴正煕政権および全斗

煥政権による「北方外交」にも注目すること
で、韓国の対共産圏外交が、1970年代初頭の
アジア冷戦の変容に触発され、さらに、南北
朝鮮の外交競争の展開の中で、従来考えられ
たよりも早い段階において、相当程度真摯に
取り組まれていたことを明らかにした。 
(2) 1980年代初頭、韓国の政治変動に伴って、
従来とは異なる日韓関係が登場し、日本の対
韓安保経済協力問題が浮上したわけだが、な
ぜ、こうした問題が新たに浮上したのか、そ
の背景を、1970年代における日本政府の外交
文書と、1970 年代および 1980 年 1981 年の
韓国外交文書に対する調査を通して、実証的
に明らかにした。 
(3)韓国の対途上国外交、対共産圏外交を、
特に、北朝鮮との外交競争という観点から再
検討することを通して、1970 年代および 80
年代に、単に、政治経済体制実績の優劣だけ
ではなく、外交競争という点でも韓国の優位
が確立することで、南北朝鮮間のパワーバラ
ンスに逆転が生じ たことを明らかにした。 
（4）1980年代初頭における韓国外交を、1970
年代からの連続と変容という二つの側面か
ら明らかにした。 
（5）歴史研究に基づき、日韓併合 100 年を
迎えた日韓関係、さらに、その後 2012 年以
後、領土問題や従軍慰安婦問題をめぐって激
化した日韓の摩擦、さらに日韓両国における
選挙による新政権の登場という新たな現実
に直面した日韓関係の現状分析と展望に関
する提言を行った。 
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